
＊（　）は、該当するものに○印を記入下さい。

賦課基準額× % 賦課基準額× %

固定資産税× % 固定資産税× %

加入者数　× 円 加入者数　× 円

１世帯 円 １世帯　　 円

賦課基準額× % 賦課基準額× %

固定資産税× % 固定資産税× %

加入者数　× 円 加入者数　× 円

１世帯 円 １世帯　　 円

賦課基準額× % 賦課基準額× %

固定資産税× % 固定資産税× %

加入者数　× 円 加入者数　× 円

１世帯 円 １世帯　　 円

円

＊「平均所得は当該年の算定根拠として使用した所得額です。

均 等 割

国民健康保険に関する調査票　　【２０１３年夏実施】

　自治体・団体名

　担当者名

担当課

問い合わせ先電話番号

資 産 割

一人当たり保険料・税

2013年度（Ａ） 2012年度（Ｂ）

限 度 額

世 帯 当 た り 調 停 額

１ 人 当 た り 調 停 額

所 得 割

資 産 割

均 等 割

医 療 分

所 得 割

2012年度（Ｂ） 差額（Ａ－Ｂ）

円

一世帯当たり保険料・税

差額（Ａ－Ｂ）

円

円

世 帯 当 た り 調 停 額

記入用紙

後 期 高 齢 支 援 分 2013年度（Ａ）

１．2013（平成25）年度の国保料・税についてお聞きします。

　Ｑ１　2013年度（平成25年度）保険料・税　　　（医療分・後期高齢支援分・介護分に分けて）

円 円 円

円 円

限 度 額

１ 人 当 た り 調 停 額

平 等 割

１ 人 当 た り 調 停 額

介 護 分 2013年度（Ａ） 2012年度（Ｂ）

差額（Ａ－Ｂ）

加 入 者 平 均 所 得 円 円 円

所 得 割

資 産 割

均 等 割

限 度 額

世 帯 当 た り 調 停 額

円

円

円 円

円 円

円

円

円

円 円 円

差額（Ａ－Ｂ）

円 円 円

円 円 円

　Ｑ２．加入者平均所得及び保険料・税（合計分）についてお聞きします。

合 算 分 2013年度（Ａ） 2012年度（Ｂ）

円 円 円

円

円 円

円

円 円

円

円 円

平 等 割

平 等 割



所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　　　　円 　　　　円 　　　　円 　　　　円

　Ｑ４

　Ｑ６

人数 有効期間

　　　　人 　　ヵ月

資格証明書交付世帯数

後 期 高 齢 支 援 分

介 護 分

計

２．2013（平成25）年6月１日現在の国保加入状況をお聞きします。

住民総世帯数

国保加入世帯数①

　　　　　　　世帯

　　　　　　　世帯

　Ｑ３．次のモデル世帯の保険料・税はいくらになりますか。

○40代の夫婦で子ども２人、収入は１人によるもので300万円の給与収入。固定資産税５万円

滞納世帯数②

住民総人口

国保被保険者数

滞納世帯率②／①

　　　　　　　世帯

　　　　　　　世帯

　　　　　　　世帯 　　　　　　　％

３．2013（平成25）年6月１日現在の国保証の交付状況をお聞きします。

　　　　　　　世帯

（　）短期証 （　）正規保険証

　内、１８歳以下の人 保険証の種類

短期保険証交付世帯数 　　　　　　　世帯 短期保険証の有効期間 　　　　　　　ヵ月

医 療 分

全国保世帯の割合④／①　　　　　　　％ 　　　　　　　％

100万円未満の世帯数③ 　　　　　　　世帯 200万円未満の世帯数④ 　　　　　　　世帯

全国保世帯の割合③／①

　Ｑ５ 国保加入世帯の収入別の世帯数・割合についてお聞きします。

総 計

円

円

介 護 分

円

円

計 円

○60歳以上から65歳未満の高齢者夫婦のみ２人世帯。年金収入200万円のみ。固定資産税5万円

総 計

○65歳以上から75歳未満の高齢者独居世帯。年金収入200万円のみ。固定資産税5万円

医 療 分 円

後 期 高 齢 支 援 分 円

円

総 計

医 療 分 円

後 期 高 齢 支 援 分 円

計 円



　Ｑ８

総数　　人 乳幼児　人 小学生　人 中学生　人 高校生　人

（　）郵送 （　）訪問

　内、子どもの数

（　　）発行しない

　　　滞納金額、滞納期間などの基準がありましたら、具体的に教えてください。

４．国保証の交付方法をお聞きします。

＊要綱があれば、添付をお願いします。

（　　）発行している （　　）発行しない

納付意志があり、分納している場合、保険証発行（　　）発行している

正規の保険証

納付意志がある場合、保険証発行

短期保険証

資格証世帯の子ども

　交付に当たって最初に行っている方法

（　）郵送等で交付 （　）窓口で交付

（　）郵送等で交付

（　）　一定の期間後に、郵送等の方法により届けている

（　）窓口で交付

（　）郵送等で交付 （　）窓口で交付

　　種別

　Ｑ９　保険証の窓口留め置き状況

保険証更新時の留め置き件数 2013（平成25）年　　月　　日現在 件　

現在の留め置き件数 2013（平成25）年　　月　　日現在 件　

内容

（　）　その他

　具体的な方法 （　）その他　　　　　

（　　）発行している （　　）発行しない

　Ｑ7　資格証明書の発行基準及び解除基準について教えてください。

　

医療が必要で医療費が払えない場合、保険証発行

「一定の期間」　概ねの期間

内容

　Ｑ1０　短期保険証を窓口交付している場合

　　　　被保険者が窓口に訪れない場合の取り扱いをお聞きします。

（　）　窓口での交付する。



　Ｑ1１

世帯数 　　　　件金額 　　　円

減免制度 （　）ある （　）なし

支払猶予 （　）ある （　）なし

件数 金額 件数 金額

件　　　　円 件　　　　円

２０１２年度 件　　　　円 件　　　　円

（平成２４年度） 件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

件　　　　円 件　　　　円

総計 　　　件 無財産 　　　件 生活困窮 　　　件 不明 　　　件

2012年度の滞納処分停止を理由別に教えてください。

差押えの実施 （　）実施している （　）実施していない

条件【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

差押え うち換価分

物品

その他

　（その他の内容）

総数

預貯金

年金

税等還付金

生命保険

学資保険

（内訳）

差押え件数

（差押えの特徴などお書下さい。不動産・物品などの内訳等）

児童扶養手当

児童手当

不動産

　（　）徴収しない

　Ｑ14 滞納処分の停止について

条件【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

滞納保険料・税の扱い （　）徴収する

　（　　）その他　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

生活保護世帯の滞納国保料・税累計残高（2012年度末）

（　　）【　　　　　】円以上滞納
財産調査の要件

５．生活保護世帯の過去の滞納国保料・税についてお聞きします。

　Ｑ12 財産調査について

財産調査件数(2012年度） 件

　Ｑ13　差押えについて

（　）過年度に１円でもあれば

6．国保料・税の滞納世帯に対する滞納処分（差押えなど）についてお聞きします。

（　）支払猶予 （　）減免する徴収しない場合



件数 　　　件 金額 　　　円

件数 　　　件 金額 　　　円

（　）天災 （　）失業 （　）事業休廃止 （　）その他

所得激減による減免

註

申請件数 　　 　件 申請件数 　　 　件

実施件数 　　 　件 実施件数 　　 　件

機構へ依頼した件数・金額（２０１２年度）

機構が収納した件数・金額（２０１２年度）

　Ｑ15　滞納整理機構の加入の有無などついてお聞きします。

制限の要件

滞納整理機構 （　）加入している （　）加入していない

　Ｑ16　「行政サービス制限条例」についてお聞きします。

条例の有無 （　）ある （　）ない

制限の内容

２０１２年度の実績 　　　　　件

６．減免制度についてお聞きします。

　Ｑ17　保険料・税の減免制度（国保法７７条）

規定の有無 （　）ある （　）ない

２０１２（平成２４）年度

実施状況
免除 減額

（　）首長が認める場合概要要件

免除基準

減額基準

註　減免制度の内容を示した要綱などがありましたら、お送り下さい。



（　）条例 （　）規則 （　）要綱

制度の内容・基準 対象者・世帯（事由）

註

■収入 ■収入

■収入減少 ■減少条件

■預貯金 ■預貯金

■外来患者 （　）対象外 ( )対象

■減免期間 単位 １ヵ月 ■減免期間 単　位

更新 ３ヵ月まで 更新期間

関係ない ■滞納 （　）対象外 ( )対象

対象の場合、その条件や内容

申請件数 　　 　件 実施件数 　　 　件

国からの交付金 申請件数 　　　 件 申請金額 　　　　円　

道からの交付金 申請件数 　　　 件 申請金額 　　　　円　

　Ｑ19

　Ｑ18  一部負担減免制度（国保法４４条）

規定の有無 （　）ある （　）ない

実施の根拠 （　）その他【　　　　　　　】　　　　　　　　　

　

条件なし

生活保護費の３ヵ月以下

収入が減少した場合

収入減少でなく、低所得の場合は？

■保険料の滞納の有無

■入院患者がいる世帯の医療費

生活保護基準以下

（　）対象でない（　）対象

註　減免制度の内容を示した要綱などがありましたら、お送り下さい。

２０１２（平成２４）年度の実施状況

             千円

【国の補填対象との比較】

　後期高齢者医療支援              千円

一部負担減免についての特別調整交付金

７．２０１２（平成２４）年度の国保財政についてお聞きします。

　保険給付費　　　

　法定外繰入金              千円

　国保特別会計基金保有額　【2012（平成24）年度末】              千円

　前期高齢者医療納付金              千円

　介護保険納付金              千円









　


